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東日本大震災 被災状況調査報告 

 



 

東日本大震災の被災状況概要（全国）について 

 

 

東日本大震災で協会の災害時用ホームページを通じ、全国の会員社にアンケートに

よる被災状況調査を実施、その結果は以下のとおりです。 

 

アンケートは会員４０８社中、２４６社より回答があった。 

２４６社の管理組合数は、６８，９９０管理組合、棟数は８５，７９８棟、管理戸数は 

４，２９５，６３６戸（全国分譲マンションストック数５６２．１万戸の約７６％）である。 

大破は０棟、中破は６１棟（０．０７１％）、小破は１，０７０棟（１．２４７％）、軽微・損傷なし

８４，６６７棟（９８．６８２％）であった。 

主な被災は、躯体の亀裂やタイルの剥離、玄関扉の破損等の建築系の損傷の他、設

備関係では液状化等による埋設配管折損や桝の浮きあがり、立体駐車場や機械式駐車

パレットの損傷、屋上水槽類の破損、エレベーター閉じ込めやバランス錘の外れによる

走行レールの損傷、電気温水器の転倒による漏水、津波による損傷がみられた。 

 



１．被災状況概要（阪神・淡路大震災比較）

災 害 名

 発生日時

　　　種類

　　　マグニチュード

　　　最大震度

　　　震央・深さ

　　　震源域

　　　最大余震

 人的被害
（４月１９
日現在）

 液状化現象

 被害額（推定）

調査対象

地震損傷度 大破 中破 小破
軽微・
損傷無

総計 大破 中破 小破
軽微・
損傷無

総計

0 61 1,070 84,667 85,798 83 108 353 4,717 5,261

0% 0.071% 1.247% 98.682% 100% 1.578% 2.053% 6.710% 89.660% 100%

備　　考

調査対象

地震損傷度 大破 中破 小破
軽微・
損傷無

総計 大破 中破 小破
軽微・
損傷無

総計

0 0 3 0 3 31 18 22 295 366

0% 0% 100% 0% 100% 8.470% 4.918% 6.011% 80.601% 100%

0 5 27 47 79 42 49 158 1562 1811

0% 6.329% 34.177% 59.494% 100% 2.319% 2.706% 8.724% 86.251% 100%

0 21 253 1,286 1,560 10 41 173 2860 3084

0% 1.346% 16.218% 82.436% 100% 0.324% 1.329% 5.610% 92.737% 100%

0 26 283 1,333 1,642 83 108 353 4,717 5,261

0% 1.583% 17.235% 81.181% 100% 1.578% 2.053% 6.710% 89.660% 100%

備　　考

東日本大震災の概要

東日本大震災 阪神・淡路大震災

２０１１年（平成２３年）３月１１日（金）
１４時４６分

１９９５年（平成７年）１月１７日（火）
５時４６分

海溝型地震 内陸直下型地震（活断層）

9 7.2

7 7

牡鹿半島の東南東約１３０ｋｍ、深さ２４ｋｍ 淡路島北部沖明石海峡、深さ１４ｋｍ～１６ｋｍ

長さ４５０ｋｍ×幅２００ｋｍ 神戸市・淡路島、深さ１４ｋｍ

４月７日２３時３２分　震度６強

協会会員の一棟あたりの管理戸数から勘案して
上記の総計は全マンションストック棟数の７
６％と推計される。(東北地方６県を含む)

（東京カンテイ調査）

 主な被災地

死亡・行方不明３，０００名以上の県：
宮城県、岩手県、福島県。
同　２０名以上　茨城県、千葉県。
同　１９名以下　東京、栃木県、神奈川県、
青森県、山形県、群馬県、北海道

淡路島、神戸市、芦屋市、西宮市、尼崎市、
宝塚市、伊丹市、川西市、三田市、猪名川町、
その他兵庫県中南部の東播磨、大阪府の豊中市

死亡：14,001名　行方不明:13,660名 死亡：６，４３４名　行方不明：３名

発生（約400ｋｍ離れた東京湾岸等の埋立地）
浦安市の例：水道断水約4,000戸、下水道使用
制限約11,900戸、都市ガス供給停止約5,800戸
（3月21日現在）

芦屋浜や六甲アイランドの埋め立て地で水道
断水、下水道使用制限、都市ガス供給停止

１６兆円～２５兆円 ９．９兆円

全国の会員社 関 西 圏

総　　計
（単位：棟数）

東北地方（６県）会員が受託する全マンション
（１，６４２棟）の被災状況

（東京カンテイ調査）

東北地方（６県）会員社 関 西 圏

旧耐震［１９７１年（昭和４６
年）以前］

移行期［１９７１年（昭和４６
年）～１９８１年（昭和５６
年）］

新耐震［１９８１年（昭和５６
年）以降］

総　　計
（単位：棟数）



 

東北地方会員受託マンションの被災状況概要について 

 

 

東日本大震災で被災した東北６県所在の会員受託マンションの被災状況アンケー

ト調査を実施、その結果は以下のとおりです。 

東北６県では会員の内２５社が１，６１２の管理組合より１，６４２棟のマンショ

ンの管理を受託しています。 

その結果８１．２％に何らかの被害が生じていますが、倒壊・大破は無く、中破が

１．６％、小破１７．２％、軽微６２．４％となっています。 

また、津波による１階部分の被害は１２棟、地震動による不同沈下や地下埋設物の

損傷は８１棟となっています。 

 

                           （平成２３年４月２０日現在）  

被害程度 （被害内容の概略） 棟 数 割合（％） 

大破以上 （倒壊や建替えが必要な致命的被害） ０ ０

中 破 （大規模な補強・補修が必要） ２６ １．６

小 破 （タイル剥離、ひび割れ等補修が必要） ２８３ １７．２

軽 微 （外見上殆ど損傷なし） １，０２４ ６２．４

被害なし  ３０９ １８．８

 合計 １，６４２ １００．０

 

 

 さらに、４月６日から８日の３日間で１，６４２棟の内、調査依頼のあった７９棟

について被災状況調査実施しました。 

 その結果概要としては、躯体に関しては建物傾斜についての要詳細調査は１棟、主

要構造部に損傷がみられたものは中破又は小破が１５棟、主要構造部以外の躯体損傷

は中破又は小破１８棟あった。その他、地盤沈下２７棟、タイル剥落、ひび割れ３８

棟、エキスパンションカバー破損１４棟、水槽類破損等１６棟、津波被害を受けたも

のが１棟あった。結果は調査結果報告書が出来上がり次第、管理会社に提出、管理会

社より管理組合に報告し、対処する手順となっています。 



大破 中破 小破 軽微

1,612 1,642
0 26 283 1,024 309 12 0 0 81

(100.0%) (100.0%)
0 1.6% 17.2% 62.4% 18.8% 0.7% 0.0% 4.9%

備　　　　考
被害無し

1階部分・ｴﾝﾄ
ﾗﾝｽ

2階部分以上
まで被害

建物被害（杭
の破損・ひび
割れ）

東日本大震災の概要（東北６県） 平成23年4月21日

管理組合数 管理戸数 管理棟数 不同沈下、地
下埋設物の
破損

致命的な被害
（建替が必要）

大規模な補強・
補修を要する

相当な補修（タ
イル剥離・ひび
割れ補修）

外観上は殆ど
損傷なし・又は
極めて軽微

地　震　被　害（単位：棟） 津波被害（単位：棟） 液状化（単位：棟）

10 24

3

宮城
1,134

66,225

(4.8%)

(11.5%)
186
10,359

77
4,208

計 93,401

(4.8%)

内
　
　
訳

青森
34
1,755

(4.2%)

山形

(7.1%)
岩手

114
7,072

3 4 60

0

6

23 249 776 113 12

69 425

3 26 139 18

26 52

42

30

(7.1%)

1,161
(70.6%)

186
(11.3%)

78

県　　名

34
(2.1%)

67
(4.1%)

116

福島

(70.3%)

秋田
67
3,782

(2.1%)





 

平成２３年４月２１日 

社団法人高層住宅管理業協会 

 

東日本大震災マンション被災状況調査実施結果について 

 

 平成２３年４月６日～８日に実施した、東日本大震災東北地方マンション被災状況

調査実施結果について報告します。 

 

 

１．調査目的 

  地震の被害を受けたマンションの被災状況について、主要構造部（柱、梁、 

耐力壁、床、コンクリート階段等）の被害の有無と補強や詳細調査の要否を判定し、

補修での修復の可能性、居住者や通行人に対する安全確保などを示唆することを目

的として行うもので、管理組合が建物の復興計画と修復工事の進め方を検討するた

めの第一歩として位置付けられます。 

 

 

２．調査実施日 

  ・平成２３年４月６日(水)～８日（金） ３日間 

 

 

３．調査実施棟数 

  ・７９棟（駐車場棟１棟を含む） 

 

地域別棟数  

 地 域 棟 数 

１ 仙台市 ６４ 

２ 黒川郡富谷町 ２ 

３ 多賀城市 ９ 

４ 岩沼市 ２ 

５ 塩釜市 １ 

６ 石巻市 １ 

 計 ７９ 

 

 

 

 



 

４．調査者 

  ・１０名（１グループ２名・計５グループ） 

（順不動・敬称略） 

 会 社 名 部 署 氏 名 

１ エムジー総合サービス㈱ マンション管理部 徳田 聖 

２ ㈱大京アステージ 東北支店震災支援チーム 荘  光夫 

３ 大和ライフネクスト㈱ 建築施設管理部 間庭 裕之 

４ 大和ライフネクスト㈱ 建築施設管理部 髙橋 敏彦 

５ ㈱東急コミュニティ― 発注管理部 安藤 雄二 

６ 日本住宅管理㈱ リニューアル事業部 中西 幸二郎

７ 野村リビングサポート㈱ 監査部 安宅 敏文 

８ ㈱長谷工コミュニティ 長期修繕計画部 砂田 芳和 

９ 三井不動産住宅サービス㈱ 技術工事部 藤本 恒雄 

１０ 高層住宅管理業協会 マンション保全診断センター 室井 宏之 

計 ８社  １０名 

 

 

５．調査結果概要 

 

Ⅰ．躯体 

 ①建物の傾斜  

 

 棟数 備 考 

要詳細調査 １ 中破以上の可能性あり 

傾斜無 ７８ 受水槽棟（別棟）傾斜１件あり 

計 ７９  

 

  

②主要構造部（柱、梁、耐力壁、床、コンクリート階段等）の損傷 

 

 棟数 備 考 

大破 ０  

中破または小破   （要詳細調査） １５ 主要構造部か否かの確認含む 

軽微        （補修対応） ３２  

損傷無 ３２  

計 ７９  

  

 



 

③主要構造部以外の躯体の損傷 

 

 棟数 備 考 

中破または小破  （要躯体一部打ち替え） １８ 要詳細調査を含む 

軽微       （補修対応） ５５  

損傷無 ６  

計 ７９  

 

 

Ⅱ．その他（躯体以外）の損傷等 

 

 棟数 備 考 

地盤沈下 ２７ 建物周囲（舗装、インターロッキング仕上

部分含む） 

タイル剥落、ひび割れ ３８  

エキスパンションカバー

破損、変形 

１４ カバーのはずれを含む 

水槽破損、漏水等 １６ 受水槽、高架水槽、水槽廻り配管含む 

仕上げ材（石、天井ボード

等）落下 

８  

塀傾斜、破損 ６ 笠木落下含む 

浸水（津波被害） １  
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「長期修繕計画モニタリング・指導制度」 
マンションの長寿命化のための国土交通省長期修繕計画 

標準様式・作成ガイドラインの普及促進 

 
 

平成 20 年 6 月に国土交通省より「長期修繕計画標準様式・作成ガイドライン」が公

表され、また平成 23 年 4 月 18 日に「「マンションの修繕積立金に関するガイドライン」

が公表されました。 

現在全国の分譲マンションは約 562.1 万戸（約 91,000 管理組合）あり、その中で給

排水設備や電気設備更新など設備関係大規模修繕工事を行う節目の築 30 年を超えるマ

ンションが約 100 万戸（約 16,000 管理組合）あります。さらに築 40 年を経過した高経

年マンションは約 18 万戸（約 1,850 管理組合）存在し、その内毎年約 20%にあたる約

400 管理組合が長期修繕計画の見直しがおこなわれています。 

協会では国土交通省策定「長期修繕計画標準様式・作成ガイドライン」に則した長期

修繕計画作成の徹底化・浸透化を図る為、管理組合から作成依頼を受けて会員社が作成

する長期修繕計画においてモニタリング・指導制度を創設いたしました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
長期修繕計画モニタリング・指導について、平成 23 年度(1 年目)は東日本大震災を

きっかけに昭和 46 年以前の旧・旧耐震設計の基準で造られた特に築 40 年を経過したマ

ンションについて約 100 管理組合、その他、設備関連大規模修繕工事を行う節目の築

30 年程度超えの約 50 管理組合について実施する。 

計画期間中の 3 箇年で築 40 年経過したマンションについて約 300 管理組合（全体の

約 20%）、その他、設備関連大規模修繕工事を行う節目の築 30 年を超える約 150 管理組

合について実施する。 

支援・指導 

H20.6.17
住 宅 局 長 
建設流通政策 
審議官 

長期修繕計画標準様式 

作成ガイドライン策定 

依頼提供 

 
管理会社 

 
管理組合 

協 会 

モニタリング 

指 導・認 定 

長期修繕計画標準様式

作成ガイドライン策定 
政 府 

長期修繕計画標準

様式・作成ガイドラ

インに則した長期

修繕計画の作成 
（マンション維持修繕

技術者の活用） 

実態

反映

さ せ

ﾌ ｨ ｰ

ﾄ ﾞ ﾊ ﾞ

ｯｸ

長期修繕計画標準様式 

作成ガイドライン策定 




